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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第５期

第２四半期連結
累計期間

第６期
第２四半期連結
累計期間

第５期
第２四半期連結
会計期間

第６期
第２四半期連結
会計期間

第５期

会計期間

自  平成21年
    ９月１日
至  平成22年
    ２月28日

自  平成22年
    ９月１日
至  平成23年
    ２月28日

自  平成21年
    12月１日
至  平成22年
    ２月28日

自  平成22年
    12月１日
至  平成23年
    ２月28日

自  平成21年
    ９月１日
至  平成22年
    ８月31日

売上高 (千円) 11,693,31710,523,6275,645,0715,380,07023,052,869

経常利益 (千円) 604,355 604,131 377,708 330,4441,251,874

四半期(当期)純利益 (千円) 530,754 362,985 403,335 219,9011,121,894

純資産額 (千円) ― ― 3,428,4174,161,3164,099,951

総資産額 (千円) ― ― 12,075,08913,820,87715,335,684

１株当たり純資産額 (円) ― ― 223.25 293.93 291.51

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 59.36 36.59 44.92 22.32 123.74

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 48.47 28.22 36.92 17.29 101.03

自己資本比率 (％) ― ― 28.1 29.9 26.5

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 1,800,839△1,622,099 ― ― 2,763,190

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △295,808 41,440 ― ― △664,217

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 598,475 241,353 ― ― 1,524,519

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― ― 3,878,4844,059,1655,398,470

従業員数 (名) ― ― 376 362 359

(注)  売上高には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成23年２月28日現在

従業員数(名) 362

　

(2) 提出会社の状況

　 平成23年２月28日現在

従業員数(名) 71
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第２四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 生産高(千円) 前年同四半期比(％)

エコリフォーム事業 840,862 ─

グリーンエネルギー事業 4,530,691 ─

その他の事業 8,516 ─

合計 5,380,070 ─

(注) １  セグメント間取引については、相殺消去しております。
２  金額は、販売価格によっております。
３  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(2) 受注実績

当第２四半期連結会計期間における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 受注高(千円)
前年同四半期比

(％)
受注残高(千円)

前年同四半期比
(％)

エコリフォーム事業 888,730 ─ 110,027 ─

グリーンエネルギー事業 4,436,070 ─ 679,316 ─

その他の事業 8,516 ─ ─ ─

合計 5,333,317 ─ 789,343 ─

(注) １  セグメント間取引については、相殺消去しております。

２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(3) 販売実績

当第２四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 販売高(千円) 前年同四半期比(％)

エコリフォーム事業 840,862 ─

グリーンエネルギー事業 4,530,691 ─

その他の事業 8,516 ─

合計 5,380,070 ─

(注) １  セグメント間取引については、相殺消去しております。

２  主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合
　

相手先

前第２四半期連結会計期間 当第２四半期連結会計期間

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

株式会社ヤマダ電機 3,562,750 63.1 2,913,014 54.1

３  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結会計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

　　なお、重要事象等は存在しておりません。

　　　　　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものであります。

　
(1) 経営成績の分析

当第２四半期連結会計期間における我が国経済は、アジアを中心とした新興国経済の改善や政府の各

種経済政策の効果等を背景に企業収益や設備投資に持ち直しの動きが見られたものの、海外の政情不安、

資源や食糧の高騰、慢性的な円高など不透明感が拭えないまま推移いたしました。

住宅市場においては、住宅着工件数が前年比でプラスに転じ総じて回復傾向にあるものの、平成20年度

と比較すると80％程度の低水準で依然推移しております。

このような経済環境の下、当社グループは太陽発電を主軸としたグリーンエネルギー事業に経営資源

を集中してまいりました。

この結果、当第２四半期連結会計期間における当社グループの売上高は53億80百万円（前年同四半期

比4.7％減）、営業利益を３億55百万円（前年同四半期比4.7％減）、経常利益を３億30百万円（前年同四

半期比12.5％減）計上し、四半期純利益を２億19百万円（前年同四半期比45.5％減）計上いたしました。

　事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

①　エコリフォーム事業

株式会社骨太住宅が担うエコリフォーム事業は「省エネ」リフォームの需要拡大に対して、断熱塗

装、断熱屋根、断熱壁、断熱窓等の「省エネ」新商品の市場投入の遅れにより販売計画を大幅に下回っ

たことにより、売上高は８億40百万円（前年同四半期比29.0％減）、営業利益は１億16百万円（前年同

四半期比9.5％減）となりました。

②　グリーンエネルギー事業

株式会社サンテック及び株式会社ハウスケアが担うグリーンエネルギー事業は、住宅用太陽光発電

の専門商社としての販売強化策として、新たに新築住宅分野と集合住宅分野への進出を図り、受注を順

調に拡大してきたものの、新築住宅分野受注の大半について、設置施工のタイミングが第３四半期以降

にずれ込んだこともあり、売上高は45億30百万円（前年同四半期比10.0％増）、営業利益は３億86百万

円（前年同四半期比17.9％減）となっております。

③　その他の事業

売上高を８百万円（前年同四半期比97.5％減）、営業利益５百万円（前年同四半期は営業損失86百

万円）を計上しております。
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(2) 財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ、15億14百万円減少し、138億

20百万円となりました。また、負債につきましては、前連結会計年度末比15億76百万円減少し、96億59百万

円、純資産につきましては、前連結会計年度末比61百万円増加し41億61百万円となりました。主な内容は

以下のとおりであります。

　　（資産）

資産の減少の主な要因は、仕入債務の支払を主因として現金及び預金が12億81百万円減少し、完成工事

未収入金を回収したことにより２億18百万円減少したことによるものであります。

　　（負債）

負債の減少の主な要因は、借入金が５億49百万円増加し、買掛金及び工事未払金が支払を主因として合

計20億21百万円減少したことによるものであります。

　　（純資産）

純資産の増加は、四半期純利益の計上３億62百万円、甲種新株予約権の行使による資本金及び資本準備

金が合計36百万円増加したことや配当金の支払３億44百万円によるものであります。

なお、平成23年３月31日付けでＡ種優先株式全部の買入償還を行っておりますが、詳細は「第５　経

理の状況　重要な後発事象」をご参照ください。
　

(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年

度に比べ13億39百万円減少し、40億59百万円となりました。

  当第２四半期連結会計期間末に係る区分ごとのキャッシュ・フローの状況は以下のとおりでありま

す。

　　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果使用した資金は１億96百万円（前年同四半期は２億18百万円の支出）となりました。

主な要因は、税金等調整前四半期純利益を３億38百万円計上したことや売上債権の増加４億13百万円、た

な卸資産の仕入による増加３億55百万円並びに仕入債務の増加１億53百万円によるものであります。

    （投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果得られた資金は28百万円（前年同四半期は２億75百万円の支出）となりました。主な

要因は、敷金及び保証金の回収によるものであります。

　　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は31百万円（前年同四半期は22億13百万円の収入）となりました。主な

要因は、配当金の支払額49百万円によるものであります。
　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生

じた課題はありません。
　

(5) 研究開発活動

特に記載すべき事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除

却等について、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

また、当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありま

せん。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 31,274,000

Ａ種優先株式 150,000

計 31,424,000

　

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成23年２月28日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年４月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 8,866,400 8,873,000
大阪証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
（スタンダード）

（注）２、３

Ａ種優先株式 150,000 ─ ― （注）４、５、６

計 9,016,400 8,873,000― ―

（注）１ 提出日現在発行数欄には、平成23年４月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使によ

り発行された株式数は含まれておりません。

　　　２ 株式会社ジャスダック証券取引所は、平成22年４月１日付で株式会社大阪証券取引所と合併しております。また、

株式会社大阪証券取引所は、平成22年10月12日付で大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ市場、同取引所ヘラクレス市

場及び同取引所ＮＥＯ市場の各市場の統合に伴いまして、同日以降の上場金融商品取引所は、株式会社大阪証

券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）であります。

　　　３ 権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であり、単元株式数は100株であります。

　　  ４ Ａ種優先株式の単元株式数は100株であります。Ａ種優先株式は、会社法第322条第２項による規定を定款

に定めておりません。また、議決権を有しないＡ種優先株式は、資金調達の多様化及び資本の増強を図ること

を目的としております。

　　  ５ 平成23年３月31日にＡ種優先株式全部を取得し消却いたしました。

      ６ Ａ種優先株式の内容は次のとおりであります。

　　   １．剰余金の配当

         (1) 期末配当の基準日

　　 　　　各事業年度末日の最終の株主名簿に記載又は記録されたＡ種優先株式を有する株主（以下「Ａ種優先株主」

という。）又はＡ種優先株式の登録株式質権者（以下「Ａ種優先登録株式質権者」という。）に対して、金

銭による剰余金の配当（期末配当）をすることができる。

　　 　  (2) 中間配当の基準日

　　 　　　取締役会の決議により、毎年２月末日の最終の株主名簿に記載又は記録されたＡ種優先株主又はＡ種優先登録

株式質権者に対して、会社法第454条第５項に定める金銭による剰余金の配当（中間配当）をすることがで

きる。

　　     (3) 期末配当及び中間配当以外の期中における優先配当の基準日

　　 　　　当会社は、期末配当及び中間配当のほか、基準日を定めて金銭による剰余金の配当をすることができる。

         (4) 優先配当金 

　　 　　　ある事業年度中に属する日を基準日として剰余金の配当を行うときは、当該基準日の最終の株主名簿に記載又

は記録されたＡ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対して、基準日の最終の株主名簿に記載又は記

録された普通株式を有する株主（以下「普通株主」という。）及び普通株式の登録株式質権者（以下「普

通登録株式質権者」という。）に先立ち、Ａ種優先株式１株につき、下記１.(5)に定める額の配当金（以下

「Ａ種優先配当金」という。）を金銭にて支払う。
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　　 　　但し、当該剰余金の配当の基準日の属する事業年度中の、当該剰余金の配当の基準日以前の日を基準日として剰

余金を配当したときは、その額を控除した金額とする。また、当該剰余金の配当の基準日から当該剰余金の

配当が行われる日までの間に、当会社がＡ種優先株式を取得した場合、当該Ａ種優先株式につき当該基準日

に係る剰余金の配当を行うことを要しない。

         (5) 優先配当金の額

　　 　　　Ａ種優先株式１株あたりのＡ種優先配当金の額は、Ａ種優先株式１株あたりの払込金額に年率6.0％を乗じて

算出した金額（当該剰余金の配当の基準日の属する事業年度の初日（但し、当該剰余金の配当の基準日が

平成21年８月末日に終了する事業年度に属する場合は、払込期日とする。）（いずれも同日を含む。）から

当該剰余金の配当の基準日（同日を含む。）までの期間の実日数につき、１年365日として日割計算により

算出される金額とし、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。）とする。

         (6) 累積条項

           ある事業年度においてＡ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対して行う１株あたりの剰余金の配

当の総額が、当該事業年度の末日を基準日とするＡ種優先配当金の額に達しないときは、その不足額は翌事

業年度以降に累積する。累積した不足額（以下「Ａ種累積未払配当金」という。）については、当該翌事業

年度以降、Ａ種優先配当金並びに普通株主及び普通登録株式質権者に対する剰余金の配当に先立ち、Ａ種優

先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対して配当する。

         (7) 非参加条項

           Ａ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対して、Ａ種優先配当金を超えて剰余金の配当を行わない。

　　   ２．残余財産の分配

         (1) 残余財産分配額 

       　　当会社は、当会社の解散に際して残余財産を分配するときは、Ａ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に

対して、Ａ種優先株式１株あたり下記に定める金額（以下「Ａ種残余財産分配額」という。）を、普通株主

又は普通登録株式質権者に先立って、支払う。 

           「Ａ種残余財産分配額」は、Ａ種優先株式１株あたり、(i)払込金額相当額、(ⅱ)Ａ種累積未払配当金相当

額、及び(ⅲ)払込金額相当額に解散日の直前に開催された定時株主総会が属する事業年度の初日（同日を

含む。）から解散日の前日（同日を含む。）までの期間に対して年率6.0％の利率で計算される金額（かか

る期間の実日数を分子とし365を分母とする分数を乗じることにより算出した額とし、円位未満小数第２位

まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。）の和とする。

         (2) 非参加条項

         　Ａ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対しては、前号のほか、残余財産の分配は行わない。

　　   ３．譲渡制限

         　譲渡制限は定めない。

　　   ４．議決権

         　Ａ種優先株主は、法令に別段の定めのある場合を除き、株主総会において、議決権を有しない。

　　   ５．単元

         　Ａ種優先株式の１単元の株式数は100株とする。

         　当会社は、１単元に満たない株式数を表示したＡ種優先株式にかかる株券を発行しない。

         　Ａ種優先株主は、単元未満株式売渡請求権を有しない。

　　   ６．現金対価の取得請求権（償還請求権）

         　Ａ種優先株主は、払込期日から３年後の応当日以降いつでも、Ａ種優先株式の全部又は一部を、Ａ種優先株式

１株につき下記に定める金額（以下「Ａ種優先株式償還請求価額」という。）の金銭を対価として取得する

ことを当会社に請求すること（以下「Ａ種優先株式償還請求」という。）ができる。なお、Ａ種優先株式償還

請求がなされた日における分配可能額を超えて、Ａ種優先株主からＡ種優先株式の取得の請求が行われた場

合、取得すべきＡ種優先株式は、抽選、按分比例その他の方法により決定する。

　　 　　　「Ａ種優先株式償還請求価額」は、Ａ種優先株式１株あたり、(i)払込金額相当額、(ⅱ)払込金額相当額に払込期

日（同日を含む。）から取得日の前日（同日を含む。）までの期間に対して年率4.0％の利率で計算される金

額（払込期日（同日を含む。）から平成21年８月末日（同日を含む。）までの期間及び取得日の直前に開催さ

れた定時株主総会が属する事業年度の初日（同日を含む。）から取得日の前日（同日を含む。）までの期間に

ついては、かかる期間の実日数を分子とし365を分母とする分数を乗じることにより算出した額とし、上記以

外の期間については、１事業年度毎に払込金額相当額に0.04を乗じることにより算出した額とする。なお、円

位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。）、(ⅲ)Ａ種累積未払配当金相当額、及び(ⅳ)

払込金額相当額に取得日の直前に開催された定時株主総会が属する事業年度の初日（同日を含む。）から取

得日の前日（同日を含む。）までの期間に対して年率6.0％の利率で計算される金額（かかる期間の実日数を

分子とし365を分母とする分数を乗じることにより算出した額とし、円位未満小数第２位まで算出し、その小

数第２位を四捨五入する。）の和とする。
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　　   ７．現金対価の取得条項（強制償還）

         　当会社は、Ａ種優先株式の全部又は一部を、払込期日から１年後の応当日以降いつでも、当会社の取締

役会決議に基づき、Ａ種優先株式１株につき、下記に定める金額（以下「Ａ種優先株式強制償還価額」と

いう。）の金銭を支払うことと引換えに、Ａ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者の意思にかかわらず、取

得することができる。一部を取得するときは、取得すべきＡ種優先株式は、抽選、按分比例その他

の方法により決定する。

         　「Ａ種優先株式強制償還価額」は、Ａ種優先株式１株あたり、(i)払込金額相当額、(ⅱ)払込金額相当

額に払込期日（同日を含む。）から取得日の前日（同日を含む。）までの期間に対して年率5.0％の利率

で計算される金額（払込期日（同日を含む。）から平成21年８月末日（同日を含む。）までの期間及び取

得日の直前に開催された定時株主総会が属する事業年度の初日（同日を含む。）から取得日の前日（同日

を含む。）までの期間については、かかる期間の実日数を分子とし365を分母とする分数を乗じることに

より算出した額とし、上記以外の期間については、１事業年度毎に払込金額相当額に0.05を乗じることに

より算出した額とする。なお、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。）、

(ⅲ)Ａ種累積未払配当金相当額、及び(ⅳ)払込金額相当額に取得日の直前に開催された定時株主総会が属

する事業年度の初日（同日を含む。）から取得日の前日（同日を含む。）までの期間に対して年率6.0％

の利率で計算される金額（かかる期間の実日数を分子とし365を分母とする分数を乗じることにより算出

した額とし、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。）の和とする。

　　   ８．普通株式対価の取得請求権（転換予約権）

         (1) 転換予約権の内容

       　　Ａ種優先株主は、払込期日以降いつでも、当会社がＡ種優先株式を取得するのと引換えに、Ａ種優先株式１

株につき下記８.(3)に定める算定方法により算出される数の当会社の普通株式を交付することを請求（以

下「転換請求」という。）することができる。なお、当会社がある株主に対してＡ種優先株式の取得と引換

えに交付する当会社の普通株式数の算出にあたって、１株未満の端数が生じたときは、会社法第167条第３

項に従いこれを取り扱う。

         (2) 転換請求の制限

       　　上記８.(1)にかかわらず、転換請求の日（以下「Ａ種転換請求日」という。）において、剰余授権株式数

（以下に定義される。）が請求対象普通株式総数（以下に定義される。）を下回る場合には、(ⅰ)Ａ種優先

株主が当該Ａ種転換請求日に転換請求したＡ種優先株式の数に、(ⅱ)剰余授権株式数を請求対象普通株式

総数で除して得られる数を乗じた数（小数第１位まで算出し、その小数第１位を切り下げる。また、０を下

回る場合は０とする。）のＡ種優先株式についてのみ、当該Ａ種優先株主の転換請求に基づくＡ種優先株式

の取得の効力が生じるものとし、取得の効力が生じるＡ種優先株式以外の転換請求にかかるＡ種優先株式

については、転換請求がされなかったものとみなす。なお、一部取得を行うにあたり、取得するＡ種優先株式

は、抽選、転換請求されたＡ種優先株式の数に応じた比例按分その他の方法により当会社の取締役会におい

て決定する。

       　　「剰余授権株式数」とは、(ⅰ)当該Ａ種転換請求日における定款に定める当会社の発行する普通株式の数

より、(ⅱ)①当該Ａ種転換請求日における発行済普通株式の数、②当該Ａ種転換請求日に発行されている新

株予約権が全て行使されたものとみなした場合に発行されるべき普通株式の数の合計数を控除した数をい

う。

       　　「請求対象普通株式総数」とは、Ａ種優先株主が当該Ａ種転換請求日に転換請求したＡ種優先株式の総数

について転換が行われたと仮定した場合における、当該転換請求により交付される普通株式の総数をいう。

        (3) 取得請求により交付する普通株式数の算定方法

       　　Ａ種優先株式１株の取得と引換えに交付する当会社の普通株式数は、次のとおりとする。

       　（算式）

       　Ａ種優先株式１株の取得と引換えに交付する当会社の普通株式数＝Ａ÷Ｂ

       　Ａ＝転換請求にかかるＡ種優先株式１株について、(i)払込金額相当額、(ⅱ)Ａ種累積未払配当金相当　　　　

額、及び(ⅲ)払込金額相当額に当該Ａ種転換請求日の直前に開催された定時株主総会が属する事業年

度の初日（同日を含む。）から当該Ａ種転換請求日の前日（同日を含む。）までの期間に対して年率

6.0％の利率で計算される金額（かかる期間の実日数を分子とし365を分母とする分数を乗じること

により算出した額とし、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。）の和

       　Ｂ＝転換価額

　　   　　① 当初転換価額

       　　当初の転換価額は、払込期日のジャスダック証券取引所における当会社の普通株式の普通取引の終値（気

配表示を含む。）の90％相当額の１円未満の端数を切り上げた金額とする。
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　　   　　② 転換価額の修正

       　　転換価額は、毎年４月末日及び10月末日（以下「修正日」という。）に、当該修正日に先立つ45取引日目に

始まる30取引日の大阪証券取引所における当会社の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含

む。）の平均値（終値のない日数を除く。）の90％相当額に修正されるものとし、その計算は、円位未満小

数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。但し、かかる修正後の転換価額が、40円（以下「下

限転換価額」という。但し、下記８.(3)③に定める調整を受ける。）を下回った場合、下限転換価額を転換

価額とし、その後本②に基づく修正は行われないものとする。なお、上記30取引日の間に、下記８.(3)③に

定める転換価額の調整事由が生じた場合には、当該平均値は、下記８.(3)③に準じて調整される。）

　　   　　③ 転換価額の調整

        (イ）Ａ種優先株式の発行後、次のいずれかに掲げる事由が発生した場合には、次に定める算式（以下「転

換価額調整式」という。）により、転換価額を調整する。

       　（算式）

       　　調整後転換価額＝Ａ×（Ｂ＋Ｃ×Ｄ÷Ｅ）÷（Ｂ＋Ｃ）

       　Ａ＝調整前転換価額（調整後転換価額を適用する日の前日において有効な転換価額をいう。）

       　Ｂ＝既発行普通株式数－自己株式数（基準日がない場合は調整後転換価額を適用する日の１ヶ月前の 

日、基準日がある場合は基準日における発行済普通株式数から自己株式数を控除した数をいう。）

       　Ｃ＝新発行・処分普通株式数

       　Ｄ＝１株あたりの払込金額・処分価額

       　Ｅ＝１株あたりの時価（調整後転換価額の適用の基準となる日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の

大阪証券取引所における当会社の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値

（終値のない日数を除く。）をいい、その計算は、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位

を四捨五入する。なお、上記30取引日の間に、本③に定める転換価額の調整事由が生じた場合には、

当該平均値は、本③に準じて調整される。）

　　  （ⅰ）転換価額調整式に使用する時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行又は当会社が保有する普通

株式を処分する場合（無償割当ての場合を含む。但し、下記(ⅲ)記載の証券（権利）の取得と引換え若

しくは当該証券（権利）の取得と引換えに交付される新株予約権の行使による交付、又は下記(ⅳ)記

載の新株予約権の行使若しくは当該新株予約権の行使により交付される株式の取得と引換えによる交

付の場合を除く。）、調整後転換価額は、払込がなされた日（基準日を定めずに無償割当てを行う場合

は、その効力発生日）の翌日以降、募集又は無償割当てのための基準日がある場合は、その日の翌日以

降、これを適用する。無償割当ての場合、転換価額調整式Ｄにおける「１株あたりの払込金額・処分価

額」は、０円とする。

  　 　（ⅱ）株式の分割により普通株式を発行する場合、調整後転換価額は、株式の分割にかかる基準日の翌日以

降これを適用する。本(ⅱ)において、転換価額調整式Ｃにおける「新発行・処分普通株式数」とは、株

式の分割により増加する普通株式数を意味するものとし、転換価額調整式Ｄにおける「１株あたりの

払込金額・処分価額」は、０円とし、転換価額調整式Ｂにおける「既発行普通株式数－自己株式数」は

「既発行普通株式数」と読み替える。

  　　 （ⅲ）転換価額調整式に使用する時価を下回る価額をもって当会社の普通株式又は当会社の普通株式の交

付を請求することができる新株予約権を交付することと引換えに取得される証券（権利）又は取得さ

せることができる証券（権利）を発行する場合（無償割当ての場合を含む。）、調整後転換価額は、そ

の払込がなされた日（基準日を定めずに無償割当てを行う場合は、その効力発生日）に、又は募集若し

くは無償割当てのために基準日がある場合にはその日の最終に、発行される証券（権利）の全額が、最

初に取得される又は取得させることができる取得価額で取得されたものとみなして（当会社の普通株

式の交付を請求することができる新株予約権を交付することと引換えに取得される証券（権利）又は

取得させることができる証券（権利）の場合、更に当該新株予約権の全てがその日に有効な行使価額

で行使されたものとみなして）、その払込がなされた日（基準日を定めずに無償割当てを行う場合は、

その効力発生日）に、又は募集若しくは無償割当てのために基準日がある場合にはその日の翌日以降、

これを適用する。但し、当該取得又は行使価額がその払込がなされた日（基準日を定めずに無償割当て

を行う場合は、その効力発生日）、又は募集若しくは無償割当てのための基準日において確定しない場

合、調整後転換価額は、当該取得又は行使価額が決定される日（本(ⅲ)において、以下「価額決定日」

という。）に発行される証券（権利）の全額が当該取得価額で取得されたものとみなして（当会社の

普通株式の交付を請求することができる新株予約権を交付することと引換えに取得される証券（権

利）又は取得させることができる証券（権利）の場合、更に当該新株予約権の全てが当該行使価額で

行使されたものとみなして）、価額決定日の翌日以降これを適用する。
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  　　    本(ⅲ)において「価額」とは、発行される証券（権利）の払込金額（新株予約権を交付することと引換

えに取得される証券（権利）又は取得させることができる証券（権利）の場合、当該証券（権利）の

払込金額と新株予約権の行使に際して出資される財産の価額との合計額）から取得又は行使に際して

当該証券（権利）又は新株予約権の保有者に交付される普通株式以外の財産を控除した金額を交付さ

れる普通株式数で除した金額をいう。

  　 （ⅳ）転換価額調整式に使用する時価を下回る価額をもって当会社の普通株式、又は当会社の普通株式を交

付することと引換えに取得される株式若しくは取得させることができる株式の交付を請求できる新株

予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。以下同じ。）を発行する場合（無償割当ての場合を

含む。）、調整後転換価額は、かかる新株予約権の割当日（基準日を定めずに無償割当てを行う場合は、

その効力発生日）に、又は募集若しくは無償割当てのための基準日がある場合はその日に、発行される

新株予約権の全てが、その日に有効な転換価額で行使されたものとみなして（当会社の普通株式を交

付することと引換えに取得される株式若しくは取得させることができる株式の交付を請求することが

できる新株予約権の場合、更に当該株式の全てがその日に有効な取得価額で取得されたものとみなし

て）、割当日（基準日を定めずに無償割当てを行う場合は、その効力発生日）の翌日以降、又は募集若

しくは無償割当てのための基準日がある場合はその日の翌日以降、これを適用する。但し、当該行使又

は行使価額がその割当日（基準日を定めずに無償割当てを行う場合は、その効力発生日）、又は募集若

しくは無償割当てのための基準日において確定しない場合、調整後転換価額は、当該行使又は行使価額

が決定される日（本(ⅳ)において、以下「価額決定日」という。）に発行される全ての新株予約権が当

該行使価額で行使されたものとみなして（当会社の普通株式の交付を請求することと引換えに取得さ

れる株式又は取得させることができる株式の交付を請求することができる新株予約権の場合、更に当

該株式の全てがその日に有効な取得価額で取得されたものとみなして）、価額決定日の翌日以降これ

を適用する。本(ⅳ)において「価額」とは、発行される新株予約権の払込金額と新株予約権の行使に際

して出資される財産の価額の合計額からその行使又は取得に際して当該新株予約権又は株式の保有者

に交付される普通株式以外の財産を控除した金額を交付される普通株式数で除した金額をいう。

  　 （ⅴ）株式の併合により普通株式数を変更する場合、調整後転換価額は、株式の併合の効力発生日以降これを

適用する。本(ⅴ)において、転換価額調整式Ｄにおける「新発行・処分普通株式数」とは、株式の併合

により減少する普通株式数を負の値で表示し、転換価額調整式Ｄにおける「１株あたりの払込金額・

処分価額」は、０円とする。

       （ロ）上記(イ)において、当該各行為にかかる基準日が定められ、かつ当該各行為が当該基準日以降に開催

される当会社の株主総会における一定の事項（但し、上記(イ)(ⅱ)については、剰余金の額を減少して、

資本金又は資本準備金の額を増加することを含む。）に関する承認決議を条件としている場合、調整後転

換価額は、当該承認決議をした株主総会の終結の日の翌日以降にこれを適用する。

       （ハ）上記(イ)に掲げる場合のほか、以下のいずれかに該当する場合には、当会社取締役が判断する合理的

な取得価額に変更される。

① 合併、資本金の額の減少、株式交換、株式移転又は会社分割のために転換価額の調整を必要とすると

き。

② その他当会社の発行済普通株式の変更又は変更の可能性を生じる事由の発生によって転換価額の

調整を必要とするとき。

③ 転換価額の調整事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後転換価額の算出に関し

て使用すべき１株あたりの時価が他方の事由によって影響されているとき。

       （ニ）転換価額の調整のために計算を行う場合には、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五

入する。

       （ホ）転換価額調整式により算出される調整後転換価額と調整前転換価額の差額が１円未満の場合は、転換

価額の調整は行わない。但し、その後転換価額の調整を必要とする事由が発生し、転換価額を算出する場

合には、転換価額調整式中の調整前転換価額に代えて調整前転換価額からこの差額を差し引いた額を使

用する。

　　   ９．株式の分割又は併合、募集株式の割当てを受ける権利等

         　当会社は、法令に定める場合を除き、Ａ種優先株式についての株式の分割又は併合を行わない。当会社は、Ａ

種優先株主に対しては、募集株式又は募集新株予約権の割当を受ける権利を与えず、また株式無償割当て又は

新株予約権無償割当ては行わない。
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(2) 【新株予約権等の状況】

会社法に基づき発行した新株予約権(ストック・オプション)の内容は、次のとおりであります。
第１回新株予約権
平成19年11月29日定時株主総会決議

　
第２四半期会計期間末現在
(平成23年２月28日)

新株予約権の数（個） 2,475（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 247,500

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株につき107

新株予約権の行使期間 平成22年11月６日から平成25年11月５日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　   107　　
資本組入額　　54

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡に際しては、当社取締役会の承認を
要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）４

(注)１ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。

　　　 ただし、新株予約権の割当日後、当社が株式分割（株式の無償割当てを含む。）または株式併合を行う場合、次の

算式により目的である株式の数を調整するものとする。ただし、かかる調整は新株予約権のうち、当該時点で権

利行使していない新株予約権の目的である株式の数についてのみ行われ、調整の結果1株未満の端数が生じた

場合は、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

　　　 また、割当日後に、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合または当社が完

全子会社となる株式交換もしくは株式移転を行い新株予約権が承継される場合、当社は、合併比率等に応じ必

要と認める株式数の調整を行うことができる。

 ２  新株予約権の割当日後に下記の各事由が生じたときは、下記の各算式により調整された行使価額に新株予約

権1個当たりの目的である株式の数を乗じた額とする。なお、調整後の行使価額は、１円未満の端数を切り上げ

る。

①当社が株式分割または株式併合を行う場合

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

  　   ②当社が時価を下回る価額で募集株式を発行（株式の無償割当てによる株式の発行及び自己株式を交付する場

合を含み、新株予約権（新株予約権付社債も含む）の行使による場合及び当社の普通株式に転換できる証券

の転換による場合を除く）する場合
　

調整後行使価額＝調整前行使価額×
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行株式数

　３ 新株予約権の行使の条件

　　　 ①対象者は、権利行使時においても当社または当社子会社の取締役、監査役及び従業員の地位にあることを

要する。

　　　 ②新株予約権者が死亡した場合は、新株予約権の相続を認めないものとする。

　　　 ③その他の条件については、本取締役会決議に基づき、別途当社と新株予約権者との間で締結する「新株予

約権割当契約」に定めるところによる。
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 ４　当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収合併、新設合併、株式交換または株式移転（以上

を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の時点において残

存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社

法第236条第１項８号イからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下

の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合において、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新

株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨

を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定め

た場合に限るものとする。

　　　 ①交付する再編対象会社の新株予約権の数

　　　　 残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

　　　 ②新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

　　　 　再編対象会社の普通株式とする。

　　　 ③新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

　　　 　組織再編行為の条件等を勘案のうえ、上表「株式の数」及び(注)１に準じて決定する。

　　　 ④新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　　　　 組織再編行為の条件等を勘案のうえ、(注)２で定められる１株当たり行使価額を調整して得られる再編後行使

価額に上記③に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額とする。

　　　 ⑤新株予約権を行使することができる期間

　　　 　上表「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使することができる期間の初日と組織再編行為の効

力発生日のうち、いずれか遅い日から上表「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使することが

できる期間の末日までとする。

　　　 ⑥新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

　　　 　新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項に従

い計算される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたときは、その

端数を切り上げるものとする。

  新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記記載の資本金等増

加限度額から上記に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

　　　 ⑦新株予約権の譲渡制限

　　　 　譲渡による取得については、再編対象会社の承認を要するものとする。

　　　 ⑧その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。

　　　 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　
(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

株式会社ウエストホールディングス(E00327)

四半期報告書

15/41



　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成22年12月１日
(注)１

27,4008,978,4001,6152,006,1361,6151,788,524

平成22年12月15日
(注)１

15,8008,994,200 931 2,007,067 931 1,789,455

平成23年１月５日
(注)２

― 8,994,200 ― 2,007,067△1,200,000589,455

平成23年１月14日
(注)１

17,7009,011,9001,0432,008,1111,043 590,498

平成23年２月１日
(注)１

4,0009,015,900 235 2,008,347 235 590,734

平成23年２月15日
(注)１

500 9,016,400 29 2,008,376 29 590,763

(注) １．新株予約権の行使による増加であります。

２．平成23年１月５日をもって、平成22年11月26日開催の定時株主総会における資本準備金減少決議に基づき資

本準備金が1,200,000千円減少しております。

３．平成23年３月に新株予約権の行使により、発行済株式総数が6,600株、資本金及び資本準備金がそれぞれ389千

円増加しております。

４．平成23年３月31日に自己株式の消却によりＡ種優先株式が150,000株減少しております。
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(6) 【大株主の状況】

所有株式数別

　 　 平成23年２月28日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

吉川　隆 広島県広島市西区 3,951 43.82

エムエイチメザニン投資事業有
限責任組合

東京都千代田区丸の内２丁目３番２号　郵船
ビルディング

438
(150)

4.85

株式会社ヤマダ電機 群馬県高崎市栄町１番１号 223 2.47

ＢＡＲＣＬＡＹＳ　ＣＡＰＩＴＡ
Ｌ　ＳＥＣＵＲＩＴＩＥＳ ＬＯ
ＮＤＯＮ　Ａ／Ｃ　ＣＡＹＭＡＮ　
ＣＬＩＥＮＴＳ
（常任代理人　スタンダード
チャータード銀行）

１　ＣＨＵＲＣＨＩＬＬ　ＰＬＡＣＥ，ＬＯＮ
ＤＯＮ　Ｅ１４　５ＨＰ，ＵＮＩＴＥＤ　ＫＩ
ＮＧＤＯＭ

195 2.16

ＳＴＡＴＥ　ＳＴＲＥＥＴ　ＢＡ
ＮＫ　ＡＮＤ　ＴＲＵＳＴ　ＣＯＭ
ＰＡＮＹ　５０５２２３
（常任代理人　株式会社みずほ
コーポレート銀行決済営業部）　

Ｐ．Ｏ．ＢＯＸ　３５１　ＢＯＳＴＯＮ　ＭＡ
ＳＳＡＣＨＵＳＥＴＴＳ　０２１０１　Ｕ．
Ｓ．Ａ．

184 2.04

ウエストホールディングス社員
持株会

広島県広島市西区楠木町１丁目１５－２４ 146 1.62

吉川　恵子 広島県広島市西区 134 1.48

大阪証券金融㈱ 大阪府大阪市中央区北浜２丁目４－６ 112 1.24

白根　学 東京都中央区 100 1.10

佐藤　茂 神奈川県横浜市 95 1.06

計 ― 5,580 61.89

（注）所有株式数の（ ）内は内書きでＡ種優先株式数であります。 
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所有議決権数別

　 　 平成23年２月28日現在

氏名又は名称 住所
所有議決権数
(個)

総株主の議決権
に対する
所有議決権数
の割合(％)

吉川　隆 広島県広島市西区 39,515 44.56

エムエイチメザニン投資事業有
限責任組合

東京都千代田区丸の内２丁目３番２号　郵船
ビルディング

2,880 3.24

株式会社ヤマダ電機 群馬県高崎市栄町１番１号 2,234 2.51

ＢＡＲＣＬＡＹＳ　ＣＡＰＩＴＡ
Ｌ　ＳＥＣＵＲＩＴＩＥＳ ＬＯ
ＮＤＯＮ　Ａ／Ｃ　ＣＡＹＭＡＮ　
ＣＬＩＥＮＴＳ
（常任代理人　スタンダード
チャータード銀行）

１　ＣＨＵＲＣＨＩＬＬ　ＰＬＡＣＥ，ＬＯＮ
ＤＯＮ　Ｅ１４　５ＨＰ，ＵＮＩＴＥＤ　ＫＩ
ＮＧＤＯＭ

1,950 2.19

ＳＴＡＴＥ　ＳＴＲＥＥＴ　ＢＡ
ＮＫ　ＡＮＤ　ＴＲＵＳＴ　ＣＯＭ
ＰＡＮＹ　５０５２２３
（常任代理人　株式会社みずほ
コーポレート銀行決済営業部）　

Ｐ．Ｏ．ＢＯＸ　３５１　ＢＯＳＴＯＮ　ＭＡ
ＳＳＡＣＨＵＳＥＴＴＳ　０２１０１　Ｕ．
Ｓ．Ａ．

1,844 2.07

ウエストホールディングス社員
持株会

広島県広島市西区楠木町１丁目１５－２４ 1,467 1.65

吉川　恵子 広島県広島市西区 1,340 1.51

大阪証券金融㈱ 大阪府大阪市中央区北浜２丁目４－６ 1,120 1.26

白根　学 東京都中央区 1,000 1.12

佐藤　茂 神奈川県横浜市 957 1.07

計 ― 54,307 61.25
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 平成23年２月28日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式
Ａ種優先株式

150,000
―

「１　株式等の状況」の「（1）株式
の総数等」の「②発行済株式」の注
記参照

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

8,865,700
88,657 ―

単元未満株式
普通株式

700
― ―

発行済株式総数 9,016,400― ―

総株主の議決権 ― 88,657 ―

　

② 【自己株式等】

　 　 平成23年２月28日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年
　９月 　10月 　11月 　12月

平成23年
　１月 　２月

最高(円) 783 819 689 780 773 735

最低(円) 568 655 625 650 660 661

(注)１　最高・最低株価は、平成22年10月12日より大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであり、

それ以前は大阪証券取引所（ＪＡＳＤＡＱ市場）における株価を記載しております。

　　２　上記の株価は、当社の普通株式に係るものであり、Ａ種優先株式は非上場のため該当いたしません。

　
３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。

(1) 役職の異動
　

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役 常務取締役 竜﨑　浩一 平成23年３月１日
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第２四半期連結会計期間(平成21年12月１日から平成22年２月28日まで)及び前第２四半期連結

累計期間(平成21年９月１日から平成22年２月28日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第２四半期連結会計期間(平成22年12月１日から平成23年２月28日まで)及び当第２四半期連結累計期間

(平成22年９月１日から平成23年２月28日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間(平成21年12月１

日から平成22年２月28日まで)及び前第２四半期連結累計期間(平成21年９月１日から平成22年２月28日ま

で)に係る四半期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間(平成22年12月１日から平成23年２月28日

まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成22年９月１日から平成23年２月28日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、九段監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年２月28日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年８月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※2
 4,696,996

※2
 5,978,112

受取手形及び売掛金 588,877 480,734

完成工事未収入金 2,453,011 2,671,578

商品 1,196,536 1,021,239

販売用不動産 89,350 89,350

貯蔵品 3,698 4,742

繰延税金資産 83,594 107,758

その他 816,105 657,517

貸倒引当金 △54,247 △51,543

流動資産合計 9,873,923 10,959,490

固定資産

有形固定資産 ※1
 1,955,155

※1
 1,936,645

無形固定資産

のれん 503,278 616,266

その他 94,159 103,409

無形固定資産合計 597,438 719,675

投資その他の資産

投資有価証券 ※2
 397,286

※2
 386,622

長期貸付金 129,230 87,125

繰延税金資産 276,450 412,795

その他 874,487 1,509,740

貸倒引当金 △283,095 △676,412

投資その他の資産合計 1,394,359 1,719,872

固定資産合計 3,946,953 4,376,193

資産合計 13,820,877 15,335,684
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年２月28日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年８月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 2,022,998 3,838,952

工事未払金 490,909 696,703

短期借入金 ※3
 3,465,335

※3
 3,690,705

未払法人税等 86,429 166,383

賞与引当金 23,096 27,366

その他 990,150 1,044,300

流動負債合計 7,078,918 9,464,411

固定負債

長期借入金 2,482,562 1,707,952

資産除去債務 10,145 －

その他 87,935 63,369

固定負債合計 2,580,642 1,771,321

負債合計 9,659,561 11,235,733

純資産の部

株主資本

資本金 2,008,376 1,989,970

資本剰余金 934,955 916,548

利益剰余金 1,202,942 1,184,537

自己株式 △33 －

株主資本合計 4,146,240 4,091,055

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △17,989 △27,304

評価・換算差額等合計 △17,989 △27,304

新株予約権 2,695 5,616

少数株主持分 30,370 30,583

純資産合計 4,161,316 4,099,951

負債純資産合計 13,820,877 15,335,684
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年９月１日
　至 平成22年２月28日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年９月１日
　至 平成23年２月28日)

売上高 11,693,317 10,523,627

売上原価 8,113,096 7,283,404

売上総利益 3,580,221 3,240,222

販売費及び一般管理費 ※1
 2,964,969

※1
 2,584,558

営業利益 615,252 655,664

営業外収益

受取利息 3,046 1,797

受取配当金 － 2,717

持分法による投資利益 17,262 2,092

その他 14,139 6,067

営業外収益合計 34,448 12,675

営業外費用

支払利息 37,405 61,188

貸倒引当金繰入額 7,071 －

その他 868 3,020

営業外費用合計 45,345 64,208

経常利益 604,355 604,131

特別利益

貸倒引当金戻入額 2,868 3,322

投資有価証券売却益 － 430

新株予約権戻入益 － 226

負ののれん発生益 － 1,077

特別利益合計 2,868 5,057

特別損失

固定資産除却損 6,723 －

貸倒損失 － 6,259

会員権評価損 2,238 －

関係会社整理損 49,248 －

投資有価証券評価損 4,185 －

訴訟関連損失 51,340 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 2,434

特別損失合計 113,736 8,694

税金等調整前四半期純利益 493,487 600,493

法人税、住民税及び事業税 106,039 79,634

法人税等調整額 △142,938 160,509

法人税等合計 △36,898 240,143

少数株主損益調整前四半期純利益 － 360,350

少数株主損失（△） △367 △2,635

四半期純利益 530,754 362,985
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間
(自 平成21年12月１日
　至 平成22年２月28日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成22年12月１日
　至 平成23年２月28日)

売上高 5,645,071 5,380,070

売上原価 3,792,670 3,743,843

売上総利益 1,852,401 1,636,227

販売費及び一般管理費 ※1
 1,479,844

※1
 1,281,151

営業利益 372,556 355,075

営業外収益

受取利息 1,649 932

受取配当金 － 2,717

持分法による投資利益 13,138 2,245

その他 6,827 2,785

営業外収益合計 21,617 8,681

営業外費用

支払利息 15,996 31,710

その他 469 1,601

営業外費用合計 16,465 33,311

経常利益 377,708 330,444

特別利益

貸倒引当金戻入額 2,215 14,554

投資有価証券評価損戻入益 51,010 －

特別利益合計 53,225 14,554

特別損失

固定資産除却損 6,407 －

会員権評価損 1,000 －

子会社整理損 45,448 －

訴訟関連損失 39,580 －

貸倒損失 － 6,259

特別損失合計 92,436 6,259

税金等調整前四半期純利益 338,497 338,739

法人税、住民税及び事業税 75,510 43,228

法人税等調整額 △139,736 77,413

法人税等合計 △64,226 120,642

少数株主損益調整前四半期純利益 － 218,096

少数株主損失（△） △611 △1,805

四半期純利益 403,335 219,901
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年９月１日
　至 平成22年２月28日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年９月１日
　至 平成23年２月28日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 493,487 600,493

減価償却費 74,364 72,898

のれん償却額 119,980 112,646

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 2,434

賞与引当金の増減額（△は減少） △562 △4,270

貸倒引当金の増減額（△は減少） 12,123 △396,873

受取利息及び受取配当金 △6,043 △4,515

支払利息 37,405 61,188

株式交付費 － 993

負ののれん発生益 － △1,077

新株予約権戻入益 － △226

固定資産除却損 6,723 －

投資有価証券評価損益（△は益） 4,185 －

投資有価証券売却損益（△は益） － △430

貸倒損失 － 6,259

関係会社整理損 49,248 －

売上債権の増減額（△は増加） 447,314 56,379

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,248,737 △174,252

前渡金の増減額（△は増加） △36,143 △25,260

仕入債務の増減額（△は減少） △526,212 △2,021,748

未成工事受入金の増減額（△は減少） △174,367 △7,966

未払金の増減額（△は減少） △36,085 △59,022

前受金の増減額（△は減少） △1,326 82,038

その他 195,728 285,541

小計 1,908,558 △1,414,769

利息及び配当金の受取額 6,507 5,274

利息の支払額 △56,918 △59,430

法人税等の支払額 △57,309 △153,175

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,800,839 △1,622,099
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年９月１日
　至 平成22年２月28日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年９月１日
　至 平成23年２月28日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資有価証券の売却による収入 － 1,174

投資有価証券の取得による支出 △24,560 －

有形固定資産の取得による支出 △41,414 △5,249

無形固定資産の取得による支出 △1,400 △800

定期預金の払戻による収入 47,890 300,167

定期預金の預入による支出 △249,000 △358,357

敷金及び保証金の回収による収入 10,065 101,445

敷金及び保証金の差入による支出 △22,934 △11,299

短期貸付金の回収による収入 17,812 22,730

短期貸付けによる支出 △5,600 △18,300

長期貸付金の回収による収入 74,916 27,018

長期貸付けによる支出 △19,955 △15,080

子会社株式の売却による収入 △69,066 －

子会社株式の取得による支出 － △2,500

事業譲受による支出 △30,000 －

その他 17,438 490

投資活動によるキャッシュ・フロー △295,808 41,440

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の増減額（△は減少） 1,218,400 △291,906

長期借入れによる収入 900,000 2,087,510

長期借入金の返済による支出 △1,432,140 △1,246,364

株式の発行による収入 52,290 33,790

自己株式の取得による支出 － △33

少数株主からの払込みによる収入 － 6,000

配当金の支払額 △139,619 △342,821

リース債務の返済による支出 △454 △4,822

財務活動によるキャッシュ・フロー 598,475 241,353

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,103,505 △1,339,305

現金及び現金同等物の期首残高 1,774,978 5,398,470

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 3,878,484

※1
 4,059,165
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【継続企業の前提に関する事項】

当第２四半期連結会計期間(自　平成22年12月１日　至　平成23年２月28日)

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】
　

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年９月１日
至　平成23年２月28日)

　１．連結の範囲に関する事項の変更

（1）連結の範囲の変更

第１四半期連結会計期間より、新たに設立した株式会社リジテックジャパ

ンを連結の範囲に含めております。

（2）変更後の連結子会社の数

８社

 
　２．会計処理基準に関する事項の変更

（1）「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に関

する当面の取扱い」の適用

第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」（企業会計基

準第16号　平成20年３月10日公表分）及び「持分法適用関連会社の会計処理

に関する当面の取扱い」（実務対応報告第24号　平成20年３月10日）を適用

しております。

これによる損益に与える影響はありません。

 
（2）「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業

会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用し

ております。

　これにより、当第２四半期連結累計期間の営業利益が397千円減少し、経常

利益が397千円減少し、税金等調整前四半期純利益が2,831千円減少しており

ます。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は10,145

千円であります。

　

EDINET提出書類

株式会社ウエストホールディングス(E00327)

四半期報告書

27/41



　

【表示方法の変更】
　

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年９月１日
至　平成23年２月28日)

　（四半期連結損益計算書関係）

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準22号　平成20年12月26

日）に基づき財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令（平成21年３月24

日　内閣府令第５号）の適用に伴い、当第２四半期連結累計期間では、「少数株

主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。

前第２四半期連結累計期間において、営業外収益の「その他」に含めて表示

しておりました「受取配当金」は、当第２四半期連結累計期間では区分掲記す

ることとしました。なお、前第２四半期連結累計期間の営業外収益の「その

他」に含まれる「受取配当金」は2,996千円であります。
　

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年12月１日
至　平成23年２月28日)

　（四半期連結損益計算書関係）

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準22号　平成20年12月26

日）に基づき財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令（平成21年３月24

日　内閣府令第５号）の適用に伴い、当第２四半期連結会計期間では、「少数株

主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。

前第２四半期連結会計期間において、営業外収益の「その他」に含めて表示

しておりました「受取配当金」は、当第２四半期連結会計期間では区分掲記す

ることとしました。なお、前第２四半期連結会計期間の営業外収益の「その

他」に含まれる「受取配当金」は2,996千円であります。
　

【簡便な会計処理】
　

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年９月１日
至　平成23年２月28日)

１．一般債権の貸倒見積高の算定方法

当第２四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定し

たものと著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率

等を使用して貸倒見積高を算定しております。

２．棚卸資産の評価方法

当第２四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略

し、前連結会計年度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する

方法によっております。

　また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについ

てのみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。

３．固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額

を期間按分して算定する方法によっております。

４．法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目

を重要なものに限定する方法によっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　当第２四半期連結累計期間(自　平成22年９月１日　至　平成23年２月28日)

　該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)
　

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年２月28日)

前連結会計年度末
(平成22年８月31日)

※１．有形固定資産の減価償却累計額　1,332,808千円

※２．担保資産

  担保に供されている資産について、事業の運営

において重要なものであり、かつ、前連結会計年

度の末日に比べて著しい変動が認められるもの

定期預金 ―千円

投資有価証券 150,000千円

※１．有形固定資産の減価償却累計額　1,316,408千円

※２．担保資産

 

 

定期預金 300,000千円

投資有価証券 282,156千円

※３．当社グループは、運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行４行と当座貸越契約を締結してお

ります。これらの契約に基づく当四半期連結会計

期間末の借入未実行残高は次のとおりでありま

す。

当座貸越極度額 1,100,000千円

借入実行残高 655,200千円

差引額 444,800千円

※３．当社グループは、運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行４行と当座貸越契約を締結してお

ります。これらの契約に基づく当連結会計年度末

の借入未実行残高は次のとおりであります。

当座貸越極度額 1,640,000千円

借入実行残高 707,000千円

差引額 933,000千円

　

(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間
　

前第２四半期連結累計期間
(自  平成21年９月１日
至  平成22年２月28日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成22年９月１日
至  平成23年２月28日)

※１．販売費及び一般管理費の主な内容

従業員給与 954,598千円

貸倒引当金繰入額 7,921千円

賞与引当金繰入額 16,270千円

支払手数料 212,708千円

※１．販売費及び一般管理費の主な内容

従業員給与 797,591千円

貸倒引当金繰入額 8,515千円

賞与引当金繰入額 14,340千円

支払手数料 195,635千円

　

第２四半期連結会計期間
　

前第２四半期連結会計期間
(自  平成21年12月１日
至  平成22年２月28日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成22年12月１日
至  平成23年２月28日)

※１．販売費及び一般管理費の主な内容

従業員給与 470,098千円

貸倒引当金繰入額 7,357千円

賞与引当金繰入額 16,270千円

支払手数料 111,488千円

※１．販売費及び一般管理費の主な内容

従業員給与 379,344千円

貸倒引当金繰入額 826千円

賞与引当金繰入額 14,340千円

支払手数料 97,351千円

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)
　

前第２四半期連結累計期間
(自  平成21年９月１日
至  平成22年２月28日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成22年９月１日
至  平成23年２月28日)

※１．現金及び現金同等物の当第２四半期連結累計期間

末残高と当第２四半期連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

(平成22年２月28日現在)

現金及び預金 4,371,126千円

預入期間が３か月を
越える定期預金等

△492,641千円

現金及び現金同等物 3,878,484千円

※１．現金及び現金同等物の当第２四半期連結累計期間

末残高と当第２四半期連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

(平成23年２月28日現在)

現金及び預金 4,696,996千円

預入期間が３か月を
越える定期預金等

△637,831千円

現金及び現金同等物 4,059,165千円
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(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成23年２月28日)及び当第２四半期連結累計期間(自  平成22年９月１日 

至  平成23年２月28日)

　
１．発行済株式の種類及び総数

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 8,866,400

Ａ種優先株式(株) 150,000

　
２．自己株式の種類及び株式数

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 50

　
３．新株予約権の四半期連結会計期間末残高

会社名 内訳 目的となる株式の種類
目的となる株式の数

（株）

当第２四半期
連結会計期間末残高

（千円）

提出会社
平成20年ストック・オプ
ションとしての新株予約権

─ ─ 2,695

　
４．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年11月26日
定時株主総会

普通株式 254,580 30.00平成22年８月31日 平成22年11月29日 利益剰余金

平成22年11月26日
  定時株主総会

Ａ種優先
株式

 90,000 600.00平成22年８月31日 平成22年11月29日 利益剰余金

　
(2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会

計期間の末日後となるもの

　
　　該当事項はありません。

　
５．株主資本の著しい変動

　
　　該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自  平成21年12月１日  至  平成22年２月28日)

　

　
エコリフォー
ム事業
(千円)

グリーンエネ
ルギー
事業
(千円)

その他の
事業
(千円)

計
(千円)

消去又
は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

1,184,4304,119,727340,9135,645,071 ― 5,645,071

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 1,184,4304,119,727340,9135,645,071 ― 5,645,071

営業利益又は営業損失(△) 129,136470,271△86,759512,647(140,090)372,556

(注) １．その他の事業区分の内訳

　　「その他の事業」の内訳は次のとおりであります。

　
戸建住宅
事業
(千円)

土地・建物
開発事業
(千円)

その他の
事業
(千円)

計
(千円)

　売上高 　 　 　 　

（1）外部顧客に対す
る売上高

968 325,25314,692340,913

（2）セグメント間の
内部売上高又は
振替高

― ― ― ―

計 968 325,25314,692340,913

営業損失(△) △3,727△76,767△6,265△86,759

２．事業区分及び区分の主な内容

　　事業区分は事業の内容を勘案して、次のとおり区分しております。

エコリフォーム事業 建物保全型リフォーム（屋根、外壁、耐震工事等）の施工販売事業

グリーンエネルギー事業 環境対応型リフォーム（太陽光発電システム、オール電化）の施工販売事業

その他の事業 戸建住宅の施工販売、建材業者への材料販売等

３．事業区分の変更

　　　事業区分の方法については、従来、「住宅リフォーム」、「戸建住宅」、「土地・建物開発」、「土木」、「その

他」の５区分としておりましたが、第１四半期連結累計期間より「住宅リフォーム」を建物保全、機能向上

（耐震補強強化・省エネ効果）を中心とした「エコリフォーム事業」、太陽光発電システム、オール電化を中

心とした「グリーンエネルギー事業」に区分するとともに、相対的に重要性の乏しい「戸建住宅」、「土地・

建物開発」、「土木」、「その他」の各事業区分を統合し、「エコリフォーム事業」、「グリーンエネルギー事

業」、「その他事業」の３区分に変更いたしました。

　この変更は、前連結会計年度において、土地・建物開発事業及び土木事業からの撤退と戸建住宅事業の大幅

な縮小、並びに株式会社明野住宅の事業再構築を図るとともに、住宅リフォーム事業、特に建物保全型リ

フォーム（屋根、外壁、耐震工事等）と環境対応型リフォーム（太陽光発電システム、オール電化の販売施

工）に経営資源を集中することを骨格とするグループ全体の事業の再構築を完遂したとの認識の下に、事業

活動をより的確に開示するため、最近の受注動向や住宅分野における太陽光発電システム市場の加速度的な

拡大見通し等を踏まえて、事業の種類別セグメントの区分の見直しを行ったものであります。
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前第２四半期連結累計期間(自  平成21年９月１日  至  平成22年２月28日)

　

　
エコリフォー
ム事業
(千円)

グリーンエネ
ルギー
事業
(千円)

その他の
事業
(千円)

計
(千円)

消去又
は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

2,477,6267,862,2641,353,42611,693,317 ― 11,693,317

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 2,477,6267,862,2641,353,42611,693,317 ― 11,693,317

営業利益又は営業損失(△) 362,188746,864△202,823906,229(290,977)615,252

(注) １．その他の事業区分の内訳

　　「その他の事業」の内訳は次のとおりであります。

　
戸建住宅
事業
(千円)

土地・建物
開発事業
(千円)

その他の
事業
(千円)

計
(千円)

　売上高 　 　 　 　

（1）外部顧客に対す
る売上高

865,135440,23548,0561,353,426

（2）セグメント間の
内部売上高又は
振替高

― ― ― ―

計 865,135440,23548,0561,353,426

営業損失(△) △101,354△88,467△13,001△202,823

２．事業区分及び区分の主な内容

　　事業区分は事業の内容を勘案して、次のとおり区分しております。

エコリフォーム事業 建物保全型リフォーム（屋根、外壁、耐震工事等）の施工販売事業

グリーンエネルギー事業 環境対応型リフォーム（太陽光発電システム、オール電化）の施工販売事業

その他の事業 戸建住宅の施工販売、建材業者への材料販売等

３．事業区分の変更

　　　事業区分の方法については、従来、「住宅リフォーム」、「戸建住宅」、「土地・建物開発」、「土木」、「その

他」の５区分としておりましたが、第１四半期連結累計期間より「住宅リフォーム」を建物保全、機能向上

（耐震補強強化・省エネ効果）を中心とした「エコリフォーム事業」、太陽光発電システム、オール電化を中

心とした「グリーンエネルギー事業」に区分するとともに、相対的に重要性の乏しい「戸建住宅」、「土地・

建物開発」、「土木」、「その他」の各事業区分を統合し、「エコリフォーム事業」、「グリーンエネルギー事

業」、「その他事業」の３区分に変更いたしました。

　この変更は、前連結会計年度において、土地・建物開発事業及び土木事業からの撤退と戸建住宅事業の大幅

な縮小、並びに株式会社明野住宅の事業再構築を図るとともに、住宅リフォーム事業、特に建物保全型リ

フォーム（屋根、外壁、耐震工事等）と環境対応型リフォーム（太陽光発電システム、オール電化の販売施

工）に経営資源を集中することを骨格とするグループ全体の事業の再構築を完遂したとの認識の下に、事業

活動をより的確に開示するため、最近の受注動向や住宅分野における太陽光発電システム市場の加速度的な

拡大見通し等を踏まえて、事業の種類別セグメントの区分の見直しを行ったものであります。
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【所在地別セグメント情報】

 前第２四半期連結会計期間（自　平成21年12月１日　至　平成22年２月28日）及び前第２四半期連結累計

期間（自　平成21年９月１日　至　平成22年２月28日）

 在外子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

　

【海外売上高】

 前第２四半期連結会計期間（自　平成21年12月１日　至　平成22年２月28日）及び前第２四半期連結累計

期間（自　平成21年９月１日　至　平成22年２月28日）

 海外売上高がないため、該当事項はありません。

　

【セグメント情報】

(追加情報)

第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平成

21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号

 平成20年３月21日)を適用しております。

　

１  報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会及び経

営会議が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているもので

あります。

当社は、国内において一般個人及び太陽光発電システム、オール電化（エコキュート・ＩＨクッキング

ヒーター）事業を営む法人代理店を主要顧客として、個人住宅に対して、屋根、外壁、耐震工事等の建物保全

リフォームを提供する「エコリフォーム事業」と、個人住宅に対して、太陽光発電システム、オール電化商

品の環境対応リフォームを提供するとともに、これらの事業を営む法人代理店に対して商材の卸売販売を

行う「グリーンエネルギー事業」を営んでおり、それぞれについて取り扱う商品・サービスに関する包括

的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

したがって、当社は商品・サービス別セグメントから構成されており、「エコリフォーム事業」「グリー

ンエネルギー事業」の２つを報告セグメントとしております。なお、セグメント情報における会計処理基準

は、当社の連結財務諸表における会計処理基準と一致しております。

各報告セグメントの主要な内容は、次のとおりです。

エコリフォーム事業 建物保全型リフォーム（屋根、外壁、耐震工事等）の施工販売事業

グリーンエネルギー事業 環境対応型リフォーム（太陽光発電システム、オール電化）の施工販売事業
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２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第２四半期連結累計期間(自  平成22年９月１日  至  平成23年２月28日)

　 　 　 　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

エコリ
フォーム事
業

グリーンエネ
ルギー事業

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 1,970,4118,520,69310,491,10532,52110,523,627─ 10,523,627

セグメント間の内部
売上高又は振替高

─ ─ ─ ─ ─ ─ ─

計 1,970,4118,520,69310,491,10532,52110,523,627─ 10,523,627

セグメント利益 270,101664,557934,65922,495957,155△301,491655,664

(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、戸建住宅の施工販売、建材業者への

材料販売等を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額△301,491千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用です。全社費用は、主

に当社グループ管理部門に係る費用であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

当第２四半期連結会計期間(自  平成22年12月１日  至  平成23年２月28日)

　 　 　 　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

エコリ
フォーム事
業

グリーンエネ
ルギー事業

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 840,8624,530,6915,371,5548,5165,380,070 ─ 5,380,070

セグメント間の内部
売上高又は振替高

─ ─ ─ ─ ─ ─ ─

計 840,8624,530,6915,371,5548,5165,380,070 ─ 5,380,070

セグメント利益 116,878386,130503,0095,400508,409△153,334355,075

(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、戸建住宅の施工販売、建材業者への

材料販売等を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額△153,334千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用です。全社費用は、主

に当社グループ管理部門に係る費用であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額
　

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年２月28日)

前連結会計年度末
(平成22年８月31日)

　 　

　 293.93円
　

　 　

　 291.51円
　

(注)  １株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第２四半期
連結会計期間末
(平成23年２月28日)

前連結会計年度末
(平成22年８月31日)

純資産の部の合計額(千円) 4,161,316 4,099,951

普通株式に係る純資産額(千円) 2,606,065 2,473,751

差額の主な内訳(千円) 　 　

  新株予約権 2,695 5,616

  少数株主持分 30,370 30,583

  Ａ種優先株式払込金額 1,500,000 1,500,000

　Ａ種優先株式配当金 22,185 90,000

普通株式の発行済株式数(千株) 8,866 8,486

普通株式の自己株式数(千株) 0 ─

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数(千株) 8,866 8,486

　
２  １株当たり四半期純利益金額等

第２四半期連結累計期間
　

前第２四半期連結累計期間
(自  平成21年９月１日
至  平成22年２月28日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成22年９月１日
至  平成23年２月28日)

１株当たり四半期純利益金額 59.36円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 48.47円
　

１株当たり四半期純利益金額 36.59円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 28.22円
　

(注)  １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

項目
前第２四半期連結累計期間
(自  平成21年９月１日
至  平成22年２月28日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成22年９月１日
至  平成23年２月28日)

１株当たり四半期純利益金額 　 　

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 530,754 362,985

普通株主に帰属しない金額(千円) 44,625 44,625

（内、Ａ種優先株式配当金） 44,625 44,625

普通株式に係る四半期純利益(千円) 486,129 318,360

期中平均株式数(千株) 8,190 8,700

　 　 　

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 　 　

四半期純利益調整額(千円) 44,625 44,625

（内、Ａ種優先株式配当金） 44,625 44,625

普通株式増加数(千株) 1,838 2,578

（内、Ａ種優先株） 1,550 2,369

（内、甲種新株予約権） 288 ―

（内、第１回新株予約権） ─ 209

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含まれなかった
潜在株式について前連結会計年度末から重要な変
動がある場合の概要

─ ─
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第２四半期連結会計期間

　

前第２四半期連結会計期間
(自  平成21年12月１日
至  平成22年２月28日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成22年12月１日
至  平成23年２月28日)

１株当たり四半期純利益金額 44.92円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 36.92円
　

１株当たり四半期純利益金額 22.32円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 17.29円
　

(注)  １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

項目
前第２四半期連結会計期間
(自  平成21年12月１日
至  平成22年２月28日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成22年12月１日
至  平成23年２月28日)

１株当たり四半期純利益金額 　 　

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 403,335 219,901

普通株主に帰属しない金額(千円) 22,185 22,185

（内、Ａ種優先株式配当金） 22,185 22,185

普通株式に係る四半期純利益(千円) 381,150 197,716

期中平均株式数(千株) 8,486 8,857

　 　 　

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 　 　

四半期純利益調整額(千円) 22,185 22,185

（内、Ａ種優先株式配当金） 22,185 22,185

普通株式増加数(千株) 1,838 2,579

（内、Ａ種優先株） 1,550 2,369

（内、甲種新株予約権） 288 ―

（内、第１回新株予約権） ─ 210

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含まれなかった
潜在株式について前連結会計年度末から重要な変
動がある場合の概要

─ ─
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(重要な後発事象)

当第２四半期連結会計期間(自　平成22年12月１日　至　平成23年２月28日)

１　自己株式（Ａ種優先株式）の取得及び消却

当社は、平成23年３月29日開催の取締役会において、当社が発行するＡ種優先株式（150,000株）全部を

当社定款の定めに基づき、下記のとおり、取得（強制償還）すること、及び会社法第178条の規定に基づき取

得した自己株式（Ａ種優先株式）を消却することを決議し、平成23年３月31日に取得及び消却が完了いた

しました。

（1）取得、消却を行う理由

当社の主力事業の一つである太陽光発電の市場が急拡大している経営環境の下、機動的な資本政策の

遂行を可能とするため、また、経営環境の変化に対し、機敏な経営判断が求められることに対応できる体

制とするため、さらに、当社の業績が急速に回復したことにより企業価値が向上し、Ａ種優先株式の配当

金（年率６％）を大きく下回る費用で資金調達が可能となったことを理由として自己株式を取得し、発

行済株式総数の減少を通じた株主利益の増大を図ることを目的として消却するものであります。

（2）取得、消却の内容

①  取得、消却する株式の種類及び総数

Ａ種優先株式　150,000株（発行済Ａ種優先株式総数に対する割合 100％）

②　株式の取得価額の総額

1,721,745千円（１株につき11,478.30円）

③　取得日及び消却日

平成23年３月31日

　　④　取得の方法

エムエイチメザニン投資事業有限責任組合（Ａ種優先株式割当先）からの購入による取得

⑤　消却の方法

その他資本剰余金からの減額

（3）その他重要な事項

自己株式の取得に伴い、平成23年３月31日以降、純資産額が1,721,745千円減少するとともに、潜在株

式（平成23年２月28日現在の普通株式増加数2,578,822株）のうち2,369,106株が消滅いたします。

 

２　多額な資金の借入

当社は、平成23年３月29日付けで下記のとおり㈱三菱東京ＵＦＪ銀行をアレンジャーとするシンジケー

トローン契約を締結し、平成23年３月31日に借入を実行いたしました。

（1）資金使途

上記Ａ種優先株式の取得代金に充当いたします。

（2）借入先

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行、㈱みずほ銀行、 ㈱りそな銀行、㈱もみじ銀行、㈱西日本シティ銀行

（3）借入金額、借入条件（利率、期間等）

借入金額　17億円

借入利率　３ヶ月日本円ＴＩＢＯＲを基準としております。

期間　平成23年３月31日～平成28年３月31日

（4）担保提供資産または保証の内容

該当事項はありません。
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（5）その他重要な特約等

主な財務制限条項は次のとおりであります。

① 平成23年８月期における連結貸借対照表における純資産額を、平成22年８月期の連結貸借対照表にお

ける純資産額から17億円を差し引いた金額の80％の金額以上に維持すること

② それ以降の各決算期における連結貸借対照表における純資産額を、当該決算期の直前決算期における

連結貸借対照表における純資産額または平成22年８月期における連結貸借対照表における純資産額

から17億円を差し引いた金額のいずれか大きい方の80％の金額以上にそれぞれ維持すること

③ 各年度の決算期に係る連結損益計算書上の経常損益に関して、それぞれ２期連続して経常損失を計上

しないこと

　

２ 【その他】

該当事項はありません。

　

　

EDINET提出書類

株式会社ウエストホールディングス(E00327)

四半期報告書

38/41



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年４月14日

株式会社ウエストホールディングス

取締役会  御中

　

九段監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    宮　島　博　和    印

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    杉　山　一　雄    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ウエストホールディングスの平成21年９月１日から平成22年８月31日までの連結会計年度の第２四半期

連結会計期間（平成21年12月１日から平成22年２月28日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年９月

１日から平成22年２月28日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結

損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を

表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ウエストホールディングス及び連結

子会社の平成22年２月28日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期

連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
追記情報

セグメント情報の事業の種類別セグメント情報（注）３に記載されているとおり、会社は第１四半期連結

会計期間よりセグメント情報における事業区分を変更している。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年４月14日

株式会社ウエストホールディングス

取締役会  御中

　

九段監査法人

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    宮   島   博   和    印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    杉   山   一   雄    印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ウエストホールディングスの平成22年9月1日から平成23年8月31日までの連結会計年度の第２四半期連

結会計期間（平成22年12月1日から平成23年2月28日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成22年9月1日か

ら平成23年2月28日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算

書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明する

ことにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ウエストホールディングス及び連結

子会社の平成23年2月28日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連

結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
追記情報

１．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成23年3月29日開催の取締役会において、会社が発行

するＡ種優先株式全部の取得（強制償還）すること、及び会社法第178条の規定に基づき取得した自己株式

（Ａ種優先株式）を消却することを決議し、平成23年3月31日に取得及び消却が完了している。

２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成23年3月29日付けでシンジケートローン契約を締

結し、平成23年3月31日に借入を実行した。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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